
税務署受付印 

個人事業の開業・廃業等届出書 

税務署長 

年 月   日提出 

個人事業の開廃業等について次のとおり届けます。 

届 出 の 区 分 

該当する文字を
○で囲んでくだ
さい。 

開業（事業の引継ぎを受けた場合は、受けた先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名  

事務所・事業所の（新設・増設・移転・廃止） 

廃業（事由） 

（事業の引継ぎ（譲渡）による場合は、引き継いだ（譲渡した）先の住所・氏名を記載します。） 

   住所                             氏名 

所 得 の 種 類 不動産所得・山林所得・事業（農業）所得  〔廃業の場合……全部・一部（ ）〕 

開業・廃業等日 開業や廃業、事務所・事業所の新増設等のあった日 平成   年   月   日 

事 業 所 等 を 
新増設、移転、
廃止した場合 

新増設、移転後の所在地 （電話） 

移 転 ・ 廃 止 前 の 所 在 地 

廃業の事由が法
人の設立に伴う
ものである場合 

設立法人名 代 表 者 名 

法人納税地 設 立 登 記 平成 年 月 日 

開業・廃業に伴
う届出書の提
出の有無■■■ 

「青色申告承認申請書」又は「青色申告の取りやめ届出書」 有 ・ 無 

消費税に関する「課税事業者選択届出書」又は「事業廃止届出書」 有 ・ 無 

事 業 の 概 要 

できるだけ具体
的に記載しま
す。 

１ ０ ４ ０ 

関与税理士 

（TEL - - ） 

整

理

欄 

税

務

署 

整 理 番 号 関係部門 
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

源 泉 
用紙交付 通信日付印の年月日 確認印 

年 月 日 

給
与
等
の
支
払
の
状
況 

区 分 従事員数 給 与 の 定 め 方 税額の有無 
そ
の
他
参
考
事
項 

専 従 者 人 有・無 

使 用 人 有・無 

有・無

計 

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の
提出の有無 

有・無 給与支払を開始する年月日 平成 年 月 日 

納 税 地 

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。） 
（〒   －    ） 

（TEL   -    -  ）

上記以外の 
住 所 地 ・ 
事 業 所 等 

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。 
（〒   －    ） 

（TEL   -    -  ）
フ リ ガ ナ 生

年
月
日 

大正 
昭和 年 月 日生 
平成 氏  名 ㊞ 

職 業 
フ リ ガ ナ 

屋 号

② 麻布

③
平成28       6           30　

107    0062
東京都港区南青山1丁目1番○号

03　1234　567△

④

①

港　区太郎 ㊞
ミナト　クタロウ

○ 　1　　2

経営コンサルタント

⑤

⑥
⑦

港コンサルティング
ミナト　コンサルティング

個人事業を廃業して法人成りしたため

⑧

株式会社港コンサルティング 港　区太郎
東京都港区六本木1丁目1番○号 28      6          1

⑨
⑩ 28     5        30

東京都港区南青山1丁目1番○号⑪

⑫

⑬

貴之
線

貴之
線

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円

貴之
楕円




